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参照条文 

○日本国憲法 

第十三条 すべて国民は､個人として尊重される。生命､自由及び幸福追求に対する国

民の権利については､公共の福祉に反しない限り､立法その他国政の上で、最大の尊

重を必要とする。 

第十五条 （略） 

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。 

３・４ （略） 

 

第二十八条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、こ

れを保障する。 

 

第四十一条 国会は、国権の最高機関であつて、国の唯一の立法機関である。 

 

第七十三条 内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。  

一～三 （略） 

四 法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。  

五～七 （略） 

 

第八十三条 国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行使しなけれ 

ばならない。 

 

○消防組織法（昭和二十二年十二月二十三日法律第二百二十六号） 

 

（消防職員の職務） 

第十四条 消防職員は、上司の指揮監督を受け、消防事務に従事する。 

 

（消防職員委員会）  

第十七条 次に掲げる事項に関して消防職員から提出された意見を審議させ、その結

果に基づき消防長に対して意見を述べさせ、もつて消防事務の円滑な運営に資する

ため、消防本部に消防職員委員会を置く。  

一 消防職員の給与、勤務時間その他の勤務条件及び厚生福利に関すること。  

二 消防職員の職務遂行上必要な被服及び装備品に関すること。  

三 消防の用に供する設備、機械器具その他の施設に関すること。  

２ 消防職員委員会は、委員長及び委員をもつて組織する。  

３ 委員長は消防長に準ずる職のうち市町村の規則で定めるものにある消防職員の
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うちから消防長が指名する者をもつて充て、委員は消防職員（委員長として指名さ

れた消防職員及び消防長を除く。）のうちから消防長が指名する。  

４ 前三項に規定するもののほか、消防職員委員会の組織及び運営に関し必要な事項

は、消防庁の定める基準に従い、市町村の規則で定める。  

 

（消防、警察及び関係機関の相互協力等） 

第四十二条 消防及び警察は、国民の生命、身体及び財産の保護のために相互に協力

をしなければならない。 

２ （略） 

 

○消防法（昭和二十三年七月二十四日法律第百八十六号） 

 

第一条 この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産

を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、

災害等による傷病者の搬送を適切に行い、もつて安寧秩序を保持し、社会公共の福

祉の増進に資することを目的とする。 

 

○地方公務員法（昭和二十五年十二月十三日法律第二百六十一号） 

 

（法令等及び上司の職務上の命令に従う義務） 

第三十二条 職員は、その職務を遂行するに当つて、法令、条例、地方公共団体の規

則及び地方公共団体の機関の定める規程に従い、且つ、上司の職務上の命令に忠実

に従わなければならない。 

 

（職務に専念する義務） 

第三十五条 職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及

び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなす

べき責を有する職務にのみ従事しなければならない。 

 

（職員団体） 

第五十二条 この法律において「職員団体」とは、職員がその勤務条件の維持改善を

図ることを目的として組織する団体又はその連合体をいう。 

２ 前項の「職員」とは、第五項に規定する職員以外の職員をいう。 

３ 職員は、職員団体を結成し、若しくは結成せず、又はこれに加入し、若しくは加

入しないことができる。ただし、重要な行政上の決定を行う職員、重要な行政上の

決定に参画する管理的地位にある職員、職員の任免に関して直接の権限を持つ監督

的地位にある職員、職員の任免、分限、懲戒若しくは服務、職員の給与その他の勤

務条件又は職員団体との関係についての当局の計画及び方針に関する機密の事項

に接し、そのためにその職務上の義務と責任とが職員団体の構成員としての誠意と

責任とに直接に抵触すると認められる監督的地位にある職員その他職員団体との
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関係において当局の立場に立つて遂行すべき職務を担当する職員（以下「管理職員

等」という。）と管理職員等以外の職員とは、同一の職員団体を組織することがで

きず、管理職員等と管理職員等以外の職員とが組織する団体は、この法律にいう「職

員団体」ではない。 

４ 前項ただし書に規定する管理職員等の範囲は、人事委員会規則又は公平委員会規 

則で定める。 

５ 警察職員及び消防職員は、職員の勤務条件の維持改善を図ることを目的とし、か

つ、地方公共団体の当局と交渉する団体を結成し、又はこれに加入してはならない。 

 

（職員団体の登録） 

第五十三条 職員団体は、条例で定めるところにより、理事その他の役員の氏名及び

条例で定める事項を記載した申請書に規約を添えて人事委員会又は公平委員会に

登録を申請することができる。 

２ 前項に規定する職員団体の規約には、少くとも左に掲げる事項を記載するものと 

する。 

一 名称 

二 目的及び業務 

三 主たる事務所の所在地 

四 構成員の範囲及びその資格の得喪に関する規定 

五 理事その他の役員に関する規定 

六 第三項に規定する事項を含む業務執行、会議及び投票に関する規定 

七 経費及び会計に関する規定 

八 他の職員団体との連合に関する規定 

九 規約の変更に関する規定 

十 解散に関する規定 

３ 職員団体が登録される資格を有し、及び引き続き登録されているためには、規約

の作成又は変更、役員の選挙その他これらに準ずる重要な行為が、すべての構成員

が平等に参加する機会を有する直接且つ秘密の投票による全員の過半数（役員の選

挙については、投票者の過半数）によつて決定される旨の手続を定め、且つ、現実

に、その手続によりこれらの重要な行為が決定されることを必要とする。但し、連

合体である職員団体にあつては、すべての構成員が平等に参加する機会を有する構

成団体ごとの直接且つ秘密の投票による投票者の過半数で代議員を選挙し、すべて

の代議員が平等に参加する機会を有する直接且つ秘密の投票によるその全員の過

半数（役員の選挙については、投票者の過半数）によつて決定される旨の手続を定

め、且つ、現実に、その手続により決定されることをもつて足りるものとする。 

４ 前項に定めるもののほか、職員団体が登録される資格を有し、及び引き続き登録

されているためには、当該職員団体が同一の地方公共団体に属する前条第五項に規

定する職員以外の職員のみをもつて組織されていることを必要とする。ただし、同

項に規定する職員以外の職員であつた者でその意に反して免職され、若しくは懲戒

処分としての免職の処分を受け、当該処分を受けた日の翌日から起算して一年以内
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のもの又はその期間内に当該処分について法律の定めるところにより不服申立て

をし、若しくは訴えを提起し、これに対する裁決若しくは決定又は裁判が確定する

に至らないものを構成員にとどめていること、及び当該職員団体の役員である者を

構成員としていることを妨げない。 

５ 人事委員会又は公平委員会は、登録を申請した職員団体が前三項の規定に適合す

るものであるときは、条例で定めるところにより、規約及び第一項に規定する申請

書の記載事項を登録し、当該職員団体にその旨を通知しなければならない。この場

合において、職員でない者の役員就任を認めている職員団体を、そのゆえをもつて

登録の要件に適合しないものと解してはならない。 

６ 登録を受けた職員団体が職員団体でなくなつたとき、登録を受けた職員団体につ

いて第二項から第四項までの規定に適合しない事実があつたとき、又は登録を受け

た職員団体が第九項の規定による届出をしなかつたときは、人事委員会又は公平委

員会は、条例で定めるところにより、六十日を超えない範囲内で当該職員団体の登

録の効力を停止し、又は当該職員団体の登録を取り消すことができる。 

７ 前項の規定による登録の取消しに係る聴聞の期日における審理は、当該職員団体

から請求があつたときは、公開により行わなければならない。 

８ 第六項の規定による登録の取消しは、当該処分の取消しの訴えを提起することが

できる期間内及び当該処分の取消しの訴えの提起があつたときは当該訴訟が裁判

所に係属する間は、その効力を生じない。 

９ 登録を受けた職員団体は、その規約又は第一項に規定する申請書の記載事項に変

更があつたときは、条例で定めるところにより、人事委員会又は公平委員会にその

旨を届け出なければならない。この場合においては、第五項の規定を準用する。 

１０ 登録を受けた職員団体は、解散したときは、条例で定めるところにより、人事

委員会又は公平委員会にその旨を届け出なければならない。 

 

（交渉） 

第五十五条 地方公共団体の当局は、登録を受けた職員団体から、職員の給与、勤務

時間その他の勤務条件に関し、及びこれに附帯して、社交的又は厚生的活動を含む

適法な活動に係る事項に関し、適法な交渉の申入れがあつた場合においては、その

申入れに応ずべき地位に立つものとする。 

２ 職員団体と地方公共団体の当局との交渉は、団体協約を締結する権利を含まない 

ものとする。 

３ 地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は、交渉の対象とすることがで 

きない。 

４ 職員団体が交渉することのできる地方公共団体の当局は、交渉事項について適法

に管理し、又は決定することのできる地方公共団体の当局とする。 

５ 交渉は、職員団体と地方公共団体の当局があらかじめ取り決めた員数の範囲内で、

職員団体がその役員の中から指名する者と地方公共団体の当局の指名する者との

間において行なわなければならない。交渉に当たつては、職員団体と地方公共団体
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の当局との間において、議題、時間、場所その他必要な事項をあらかじめ取り決め

て行なうものとする。 

６ 前項の場合において、特別の事情があるときは、職員団体は、役員以外の者を指

名することができるものとする。ただし、その指名する者は、当該交渉の対象であ

る特定の事項について交渉する適法な委任を当該職員団体の執行機関から受けた

ことを文書によつて証明できる者でなければならない。 

７ 交渉は、前二項の規定に適合しないこととなつたとき、又は他の職員の職務の遂

行を妨げ、若しくは地方公共団体の事務の正常な運営を阻害することとなつたとき

は、これを打ち切ることができる。 

８ 本条に規定する適法な交渉は、勤務時間中においても行なうことができる。 

９ 職員団体は、法令、条例、地方公共団体の規則及び地方公共団体の機関の定める

規程にてい触しない限りにおいて、当該地方公共団体の当局と書面による協定を結

ぶことができる。 

１０ 前項の協定は、当該地方公共団体の当局及び職員団体の双方において、誠意と

責任をもつて履行しなければならない。 

１１ 職員は、職員団体に属していないという理由で、第一項に規定する事項に関し、

不満を表明し、又は意見を申し出る自由を否定されてはならない。 

 

（職員団体のための職員の行為の制限） 

第五十五条の二 職員は、職員団体の業務にもつぱら従事することができない。ただ

し、任命権者の許可を受けて、登録を受けた職員団体の役員としてもつぱら従事す

る場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の許可は、任命権者が相当と認める場合に与えることができるもの

とし、これを与える場合においては、任命権者は、その許可の有効期間を定めるも

のとする。 

３ 第一項ただし書の規定により登録を受けた職員団体の役員として専ら従事する

期間は、職員としての在職期間を通じて五年（地方公営企業等の労働関係に関する

法律（昭和二十七年法律第二百八十九号）第六条第一項ただし書（同法附則第五項

において準用する場合を含む。）の規定により労働組合の業務に専ら従事したこと

がある職員については、五年からその専ら従事した期間を控除した期間）を超える

ことができない。 

４ 第一項ただし書の許可は、当該許可を受けた職員が登録を受けた職員団体の役員

として当該職員団体の業務にもつぱら従事する者でなくなつたときは、取り消され

るものとする。 

５ 第一項ただし書の許可を受けた職員は、その許可が効力を有する間は、休職者と

し、いかなる給与も支給されず、また、その期間は、退職手当の算定の基礎となる

勤続期間に算入されないものとする。 

６ 職員は、条例で定める場合を除き、給与を受けながら、職員団体のためその業務

を行ない、又は活動してはならない。 
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（不利益取扱の禁止） 

第五十六条 職員は、職員団体の構成員であること、職員団体を結成しようとしたこ

と、若しくはこれに加入しようとしたこと又は職員団体のために正当な行為をした

ことの故をもつて不利益な取扱を受けることはない。 

 

○警察法（昭和二十九年法律第百六十二号） 

 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、個人の権利と自由を保護し、公共の安全と秩序を維持するため、

民主的理念を基調とする警察の管理と運営を保障し、且つ、能率的にその任務を遂

行するに足る警察の組織を定めることを目的とする。 

 

（警察の責務） 

第二条 警察は、個人の生命、身体及び財産の保護に任じ、犯罪の予防、鎮圧及び捜

査、被疑者の逮捕、交通の取締その他公共の安全と秩序の維持に当ることをもつて

その責務とする。 

２ （略） 

（長官） 

第十六条 （略） 

２ 警察庁長官（以下「長官」という。）は、国家公安委員会の管理に服し、警察庁

の庁務を統括し、所部の職員を任免し、及びその服務についてこれを統督し、並び

に警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督する。 

 

 第六章 緊急事態の特別措置 

 

（布告） 

第七十一条 内閣総理大臣は、大規模な災害又は騒乱その他の緊急事態に際して、治

安の維持のため特に必要があると認めるときは、国家公安委員会の勧告に基き、全

国又は一部の区域について緊急事態の布告を発することができる。  

２ 前項の布告には、その区域、事態の概要及び布告の効力を発する日時を記載しな

ければならない。  

 

（内閣総理大臣の統制）  

第七十二条 内閣総理大臣は、前条に規定する緊急事態の布告が発せられたときは、

本章の定めるところに従い、一時的に警察を統制する。この場合においては、内閣

総理大臣は、その緊急事態を収拾するため必要な限度において、長官を直接に指揮

監督するものとする。  

 

（長官の命令、指揮等）  



7 

第七十三条 第七十一条に規定する緊急事態の布告が発せられたときは、長官は布告

に記載された区域（以下本条中「布告区域」という。）を管轄する都道府県警察の

警視総監又は警察本部長に対し、管区警察局長は布告区域を管轄する府県警察の警

察本部長に対し、必要な命令をし、又は指揮をするものとする。  

２ 第七十一条に規定する緊急事態の布告が発せられたときは、長官は、布告区域を

管轄する都道府県警察以外の都道府県警察に対して、布告区域その他必要な区域に

警察官を派遣することを命ずることができる。  

３ 第七十一条に規定する緊急事態の布告が発せられたときは、布告区域（前項の規

定により布告区域以外の区域に派遣された場合においては、当該区域）に派遣され

た警察官は、当該区域内のいかなる地域においても職権を行うことができる。 

  

（国会の承認及び布告の廃止）  

第七十四条 内閣総理大臣は、第七十一条の規定により、緊急事態の布告を発した場

合には、これを発した日から二十日以内に国会に付議して、その承認を求めなけれ

ばならない。但し、国会が閉会中の場合又は衆議院が解散されている場合には、そ

の後最初に召集される国会においてすみやかにその承認を求めなければならない。  

２ 内閣総理大臣は、前項の場合において不承認の議決があつたとき、国会が緊急事

態の布告の廃止を議決したとき、又は当該布告の必要がなくなつたときは、すみや

かに当該布告を廃止しなければならない。  

 

（国家公安委員会の助言義務）  

第七十五条 国家公安委員会は、内閣総理大臣に対し、本章に規定する内閣総理大臣

の職権の行使について、常に必要な助言をしなければならない。  

 

○警察官職務執行法昭和二三年法律第百三十六号 

 

（武器の使用） 

第七条 警察官は、犯人の逮捕若しくは逃走の防止、自己若しくは他人に対する防護

又は公務執行に対する抵抗の抑止のため必要であると認める相当な理由のある場

合においては、その事態に応じ合理的に必要と判断される限度において、武器を使

用することができる。但し、刑法（明治四十年法律第四十五号）第三十六条（正当

防衛）若しくは同法第三十七条（緊急避難）に該当する場合又は左の各号の一に該

当する場合を除いては、人に危害を与えてはならない。 

一 死刑又は無期若しくは長期三年以上の懲役若しくは禁こにあたる兇悪な罪を 

現に犯し、若しくは既に犯したと疑うに足りる十分な理由のある者がその者に対 

する警察官の職務の執行に対して抵抗し、若しくは逃亡しようとするとき又は第 

三者がその者を逃がそうとして警察官に抵抗するとき、これを防ぎ、又は逮捕す 

るために他の手段がないと警察官において信ずるに足りる相当な理由のあると 

き。 

二 逮捕状により逮捕する際又は勾引状若しくは勾留状を執行する際その本人が 
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その者に対する警察官の職務の執行に対して抵抗し、若しくは逃亡しようとする 

とき又は第三者がその者を逃がそうとして警察官に抵抗するとき、これを防ぎ、 

又は逮捕するために他に手段がないと警察官において信ずるに足りる相当な理 

由のある場合。 

○労働基準法（昭和二十二年四月七日法律第四十九号） 

第三十八条の四 賃金、労働時間その他の当該事業場における労働条件に関する事項

を調査審議し、事業主に対し当該事項について意見を述べることを目的とする委員

会（使用者及び当該事業場の労働者を代表する者を構成員とするものに限る。）が

設置された事業場において、当該委員会がその委員の五分の四以上の多数による議

決により次に掲げる事項に関する決議をし、かつ、使用者が、厚生労働省令で定め

るところにより当該決議を行政官庁に届け出た場合において、第二号に掲げる労働

者の範囲に属する労働者を当該事業場における第一号に掲げる業務に就かせたと

きは、当該労働者は、厚生労働省令で定めるところにより、第三号に掲げる時間労

働したものとみなす。  

一 事業の運営に関する事項についての企画、立案、調査及び分析の業務であつて、

当該業務の性質上これを適切に遂行するにはその遂行の方法を大幅に労働者の

裁量にゆだねる必要があるため、当該業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に

関し使用者が具体的な指示をしないこととする業務（以下この条において「対象

業務」という。）  

二 対象業務を適切に遂行するための知識、経験等を有する労働者であつて、当該

対象業務に就かせたときは当該決議で定める時間労働したものとみなされるこ

ととなるものの範囲  

三 対象業務に従事する前号に掲げる労働者の範囲に属する労働者の労働時間と

して算定される時間  

四 対象業務に従事する第二号に掲げる労働者の範囲に属する労働者の労働時間

の状況に応じた当該労働者の健康及び福祉を確保するための措置を当該決議で

定めるところにより使用者が講ずること。  

五 対象業務に従事する第二号に掲げる労働者の範囲に属する労働者からの苦情

の処理に関する措置を当該決議で定めるところにより使用者が講ずること。 

六 使用者は、この項の規定により第二号に掲げる労働者の範囲に属する労働者を

対象業務に就かせたときは第三号に掲げる時間労働したものとみなすことにつ

いて当該労働者の同意を得なければならないこと及び当該同意をしなかつた当

該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならないこと。  

七 前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項  

２ 前項の委員会は、次の各号に適合するものでなければならない。 

一 当該委員会の委員の半数については、当該事業場に、労働者の過半数で組織す 

る労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働 

組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者に厚生労働省令で定め 

るところにより任期を定めて指名されていること。  

二 当該委員会の議事について、厚生労働省令で定めるところにより、議事録が作 
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成され、かつ、保存されるとともに、当該事業場の労働者に対する周知が図られ 

ていること。  

三 前二号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める要件  

３ 厚生労働大臣は、対象業務に従事する労働者の適正な労働条件の確保を図るため

に、労働政策審議会の意見を聴いて、第一項各号に掲げる事項その他同項の委員会

が決議する事項について指針を定め、これを公表するものとする。  

４ 第一項の規定による届出をした使用者は、厚生労働省令で定めるところにより、

定期的に、同項第四号に規定する措置の実施状況を行政官庁に報告しなければなら

ない。  

５ 第一項の委員会においてその委員の五分の四以上の多数による議決により第三

十二条の二第一項、第三十二条の三、第三十二条の四第一項及び第二項、第三十二

条の五第一項、第三十四条第二項ただし書、第三十六条第一項、第三十七条第三項、

第三十八条の二第二項、前条第一項並びに次条第四項、第六項及び第七項ただし書

に規定する事項について決議が行われた場合における第三十二条の二第一項、第三

十二条の三、第三十二条の四第一項から第三項まで、第三十二条の五第一項、第三

十四条第二項ただし書、第三十六条、第三十七条第三項、第三十八条の二第二項、

前条第一項並びに次条第四項、第六項及び第七項ただし書の規定の適用については、

第三十二条の二第一項中「協定」とあるのは「協定若しくは第三十八条の四第一項

に規定する委員会の決議（第百六条第一項を除き、以下「決議」という。）」と、第

三十二条の三、第三十二条の四第一項から第三項まで、第三十二条の五第一項、第

三十四条第二項ただし書、第三十六条第二項、第三十七条第三項、第三十八条の二

第二項、前条第一項並びに次条第四項、第六項及び第七項ただし書中「協定」とあ

るのは「協定又は決議」と、第三十二条の四第二項中「同意を得て」とあるのは「同

意を得て、又は決議に基づき」と、第三十六条第一項中「届け出た場合」とあるの

は「届け出た場合又は決議を行政官庁に届け出た場合」と、「その協定」とあるの

は「その協定又は決議」と、同条第三項中「又は労働者の過半数を代表する者」と

あるのは「若しくは労働者の過半数を代表する者又は同項の決議をする委員」と、

「当該協定」とあるのは「当該協定又は当該決議」と、同条第四項中「又は労働者

の過半数を代表する者」とあるのは「若しくは労働者の過半数を代表する者又は同

項の決議をする委員」とする。 

 

○労働基準法施行規則（昭和二十二年八月三十日厚生省令第二十三号） 

第二十四条の二の四 法第三十八条の四第二項第一号 の規定による指名は、法第四

十一条第二号 に規定する監督又は管理の地位にある者以外の者について行わなけ

ればならない。  

２ 法第三十八条の四第二項第二号 の規定による議事録の作成及び保存については、

使用者は、労使委員会の開催の都度その議事録を作成して、これをその開催の日（法

第三十八条の四第一項 に規定する決議及び労使委員会の決議並びに第二十五条の

二 に規定する労使委員会における委員の五分の四以上の多数による議決による決

議が行われた会議の議事録にあつては、当該決議に係る書面の完結の日（第五十六
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条第五号の完結の日をいう。））から起算して三年間保存しなければならない。  

３ 法第三十八条の四第二項第二号 の規定による議事録の周知については、使用者

は、労使委員会の議事録を、次に掲げるいずれかの方法によつて、当該事業場の労

働者に周知させなければならない。  

一 常時各作業場の見やすい場所へ掲示し、又は備え付けること。  

二 書面を労働者に交付すること。  

三 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業場 

に労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること。  

４ 法第三十八条の四第二項第三号 の厚生労働省令で定める要件は、労使委員会の

招集、定足数、議事その他労使委員会の運営について必要な事項に関する規程が定

められていることとする。  

５ 使用者は、前項の規程の作成又は変更については、労使委員会の同意を得なけれ

ばならない。  

６ 使用者は、労働者が労使委員会の委員であること若しくは労使委員会の委員にな

ろうとしたこと又は労使委員会の委員として正当な行為をしたことを理由として

不利益な取扱いをしないようにしなければならない。  

 

第二十四条の二の五 法第三十八条の四第四項 の規定による報告は、同条第一項 に

規定する決議が行われた日から起算して六箇月以内に一回、及びその後一年以内ご

とに一回、様式第十三号の四により、所轄労働基準監督署長にしなければならない。  

２ 法第三十八条の四第四項 の規定による報告は、同条第一項第四号 に規定する労

働者の労働時間の状況並びに当該労働者の健康及び福祉を確保するための措置の

実施状況について行うものとする。 

 

○地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和二十七年法律第二百八十九号） 

 

（苦情処理） 

第十三条 地方公営企業等及び組合は、職員の苦情を適当に解決するため、地方公営

企業等を代表する者及び職員を代表する者各同数をもつて構成する苦情処理共同

調整会議を設けなければならない。 

２ 苦情処理共同調整会議の組織その他苦情処理に関する事項は、団体交渉で定める。 

 

○労働安全衛生法（昭和四十七年六月八日法律第五十七号） 

 

（安全委員会） 

第十七条 事業者は、政令で定める業種及び規模の事業場ごとに、次の事項を調査審

議させ、事業者に対し意見を述べさせるため、安全委員会を設けなければならない。 

一 労働者の危険を防止するための基本となるべき対策に関すること。 

二 労働災害の原因及び再発防止対策で、安全に係るものに関すること。 

三 前二号に掲げるもののほか、労働者の危険の防止に関する重要事項 
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２ 安全委員会の委員は、次の者をもつて構成する。ただし、第一号の者である委員

（以下「第一号の委員」という。）は、一人とする。 

一 総括安全衛生管理者又は総括安全衛生管理者以外の者で当該事業場において

その事業の実施を統括管理するもの若しくはこれに準ずる者のうちから事業者

が指名した者 

二 安全管理者のうちから事業者が指名した者 

三 当該事業場の労働者で、安全に関し経験を有するもののうちから事業者が指名

した者 

３ 安全委員会の議長は、第一号の委員がなるものとする。 

４ 事業者は、第一号の委員以外の委員の半数については、当該事業場に労働者の過

半数で組織する労働組合があるときにおいてはその労働組合、労働者の過半数で組

織する労働組合がないときにおいては労働者の過半数を代表する者の推薦に基づ

き指名しなければならない。 

５ 前二項の規定は、当該事業場の労働者の過半数で組織する労働組合との間におけ

る労働協約に別段の定めがあるときは、その限度において適用しない。 

 

（衛生委員会） 

第十八条 事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、次の事項を調査審議させ、

事業者に対し意見を述べさせるため、衛生委員会を設けなければならない。 

一 労働者の健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。 

二 労働者の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること。 

三 労働災害の原因及び再発防止対策で、衛生に係るものに関すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、労働者の健康障害の防止及び健康の保持増進に関

する重要事項 

２ 衛生委員会の委員は、次の者をもつて構成する。ただし、第一号の者である委員

は、一人とする。 

一 総括安全衛生管理者又は総括安全衛生管理者以外の者で当該事業場において

その事業の実施を統括管理するもの若しくはこれに準ずる者のうちから事業者

が指名した者 

二 衛生管理者のうちから事業者が指名した者 

三 産業医のうちから事業者が指名した者 

四 当該事業場の労働者で、衛生に関し経験を有するもののうちから事業者が指名

した者 

３ 事業者は、当該事業場の労働者で、作業環境測定を実施している作業環境測定士

であるものを衛生委員会の委員として指名することができる。 

４ 前条第三項から第五項までの規定は、衛生委員会について準用する。この場合に

おいて、同条第三項及び第四項中「第一号の委員」とあるのは、「第十八条第二項

第一号の者である委員」と読み替えるものとする。 

 

（安全衛生委員会） 
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第十九条 事業者は、第十七条及び前条の規定により安全委員会及び衛生委員会を設

けなければならないときは、それぞれの委員会の設置に代えて、安全衛生委員会を

設置することができる。 

２ 安全衛生委員会の委員は、次の者をもつて構成する。ただし、第一号の者である

委員は、一人とする。 

一 総括安全衛生管理者又は総括安全衛生管理者以外の者で当該事業場において

その事業の実施を統括管理するもの若しくはこれに準ずる者のうちから事業者

が指名した者 

二 安全管理者及び衛生管理者のうちから事業者が指名した者 

三 産業医のうちから事業者が指名した者 

四 当該事業場の労働者で、安全に関し経験を有するもののうちから事業者が指名

した者 

五 当該事業場の労働者で、衛生に関し経験を有するもののうちから事業者が指名

した者 

３ 事業者は、当該事業場の労働者で、作業環境測定を実施している作業環境測定士

であるものを安全衛生委員会の委員として指名することができる。 

４ 第十七条第三項から第五項までの規定は、安全衛生委員会について準用する。こ

の場合において、同条第三項及び第四項中「第一号の委員」とあるのは、「第十九

条第二項第一号の者である委員」と読み替えるものとする。 

 

 

○労働安全衛生法施行令（昭和四十七年八月十九日政令第三百十八号） 

 

（安全委員会を設けるべき事業場） 

第八条 法第十七条第一項の政令で定める業種及び規模の事業場は、次の各号に掲げ

る業種の区分に応じ、常時当該各号に掲げる数以上の労働者を使用する事業場とす

る。 

一 林業、鉱業、建設業、製造業のうち木材・木製品製造業、化学工業、鉄鋼業、

金属製品製造業及び輸送用機械器具製造業、運送業のうち道路貨物運送業及び港

湾運送業、自動車整備業、機械修理業並びに清掃業 五十人 

二 第二条第一号及び第二号に掲げる業種（前号に掲げる業種を除く。） 百人 

 

（衛生委員会を設けるべき事業場） 

第九条 法第十八条第一項の政令で定める規模の事業場は、常時五十人以上の労働者

を使用する事業場とする。 

 

 

○労働安全衛生規則（昭和四十七年九月三十日労働省令第三十二号） 

 

（安全委員会の付議事項） 
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第二十一条 法第十七条第一項第三号の労働者の危険の防止に関する重要事項には、

次の事項が含まれるものとする。 

一 安全に関する規程の作成に関すること。 

二 法第二十八条の二第一項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき

講ずる措置のうち、安全に係るものに関すること。 

三 安全衛生に関する計画（安全に係る部分に限る。）の作成、実施、評価及び改

善に関すること。 

四 安全教育の実施計画の作成に関すること。 

五 厚生労働大臣、都道府県労働局長、労働基準監督署長、労働基準監督官又は産

業安全専門官から文書により命令、指示、勧告又は指導を受けた事項のうち、労

働者の危険の防止に関すること。 

 

（衛生委員会の付議事項） 

第二十二条 法第十八条第一項第四号の労働者の健康障害の防止及び健康の保持増

進に関する重要事項には、次の事項が含まれるものとする。 

一 衛生に関する規程の作成に関すること。 

二 法第二十八条の二第一項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき

講ずる措置のうち、衛生に係るものに関すること。 

三 安全衛生に関する計画（衛生に係る部分に限る。）の作成、実施、評価及び改

善に関すること。 

四 衛生教育の実施計画の作成に関すること。 

五 法第五十七条の三第一項及び第五十七条の四第一項の規定により行われる有

害性の調査並びにその結果に対する対策の樹立に関すること。 

六 法第六十五条第一項又は第五項の規定により行われる作業環境測定の結果及

びその結果の評価に基づく対策の樹立に関すること。 

七 定期に行われる健康診断、法第六十六条第四項の規定による指示を受けて行わ

れる臨時の健康診断、法第六十六条の二の自ら受けた健康診断及び法に基づく他

の省令の規定に基づいて行われる医師の診断、診察又は処置の結果並びにその結

果に対する対策の樹立に関すること。 

八 労働者の健康の保持増進を図るため必要な措置の実施計画の作成に関するこ

と。 

九 長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立

に関すること。 

十 労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること。 

十一 厚生労働大臣、都道府県労働局長、労働基準監督署長、労働基準監督官又は

労働衛生専門官から文書により命令、指示、勧告又は指導を受けた事項のうち、

労働者の健康障害の防止に関すること。 

 

（委員会の会議） 

第二十三条 事業者は、安全委員会、衛生委員会又は安全衛生委員会（以下「委員会」
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という。）を毎月一回以上開催するようにしなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員会が定める。 

３ 事業者は、委員会の開催の都度、遅滞なく、委員会における議事の概要を次に掲

げるいずれかの方法によつて労働者に周知させなければならない。 

一 常時各作業場の見やすい場所に掲示し、又は備え付けること。 

二 書面を労働者に交付すること。 

三 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業場

に労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること。 

４ 事業者は、委員会における議事で重要なものに係る記録を作成して、これを三年

間保存しなければならない。 

 

（関係労働者の意見の聴取） 

第二十三条の二 委員会を設けている事業者以外の事業者は、安全又は衛生に関する

事項について、関係労働者の意見を聴くための機会を設けるようにしなければなら

ない。 

 

○職員団体等に対する法人格の付与に関する法律（昭和五十三年法律第八十号） 

 

（法人格の取得）  

第三条 次の各号に掲げる職員団体は、法人となる旨を当該各号に定める機関（以下

「登録機関」という。）に申し出ることにより法人となることができる。  

一 国家公務員法第百八条の三 の規定により登録された職員団体 人事院  

二 裁判所職員臨時措置法 において準用する国家公務員法第百八条の三 の規定 

により登録された職員団体 最高裁判所  

三 地方公務員法第五十三条 の規定により登録された職員団体 当該登録を受け 

た地方公共団体の人事委員会又は公平委員会  

２ 職員団体等（前項各号に掲げる職員団体を除く。次条から第十条までにおいて同

じ。）で、規約について認証機関の認証を受けたものは、その主たる事務所の所在

地において設立の登記をすることによつて法人となる。  

 

（認証の申請）  

第四条 規約について認証を受けようとする職員団体等は、命令（第九条第一号又は

第五号の職員団体等に係る事項については人事院規則とし、同条第二号又は第六号

の職員団体等に係る事項については最高裁判所規則とする。以下同じ。）で定める

ところにより、申請書及び規約を認証機関に提出しなければならない。  

 

（認証）  

第五条 認証機関は、前条の規定による申請があつた場合において、当該規約が次の

各号に掲げる要件に該当するときは、次条の規定により認証を拒否する場合を除き、

命令で定めるところにより、当該規約を認証し、当該職員団体等にその旨を通知し
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なければならない。  

一 少なくとも次に掲げる事項が記載されていること。 

イ 名称 

ロ 目的及び業務 

ハ 主たる事務所の所在地 

ニ 構成員の範囲及びその資格の得喪に関する事項 

ホ 重要な財産の得喪その他資産に関する事項 

ヘ 理事その他の役員に関する事項 

ト 業務執行、会議及び投票に関する事項 

チ 経費及び会計に関する事項 

リ 規約の変更に関する事項 

ヌ 解散に関する事項 

二 規約の変更、役員の選挙及び解散が、すべての構成員が平等に参加する機会を 

有する直接かつ秘密の投票による全員の過半数（役員の選挙については、投票者

の過半数）によつて決定される旨の手続が定められていること。ただし、連合団

体でない職員団体等で全国的規模をもつもの又は連合団体である職員団体等にあ

つては、すべての構成員が平等に参加する機会を有する地域若しくは職域ごと又

は構成団体ごとの直接かつ秘密の投票による投票者の過半数で代議員を選挙し、

この代議員の全員が平等に参加する機会を有する直接かつ秘密の投票による全員

の過半数（役員の選挙については、投票者の過半数）によつて決定される旨の手

続が定められていることをもつて足りる。  

三 会計報告は、構成員によつて委嘱された公認会計士（外国公認会計士を含む。）

又は監査法人の監査証明とともに少なくとも毎年一回構成員に公表されること

とされていること。  

 

（認証の拒否）  

第六条 認証機関は、規約に法令の規定に違反する事項が記載されているとき、又は

当該職員団体等が、第八条の規定により認証を取り消され、その取消しの効力が生

じた日から三年を経過しないものであるときは、認証を拒否しなければならない。  

 

（規約の変更の届出）  

第七条 職員団体等は、第五条の規定により認証を受けた規約の記載事項に変更があ

つたときは、命令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を認証機関に届け出な

ければならない。  

 

（認証の取消し）  

第八条 認証機関は、次の各号の一に該当する場合においては、命令で定めるところ

により、第五条の規定による認証を取り消すことができる。  

一 国家公務員職員団体又は地方公務員職員団体が非現業の一般職の国家公務員、 

裁判所職員又は非現業の一般職の地方公務員が組織する団体又はその連合体でな
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くなつたとき（混合連合団体となつた場合を除く。）。  

二 混合連合団体の構成員の総員中非現業の一般職の国家公務員の数、裁判所職員 

の数及び非現業の一般職の地方公務員の数の合計数が過半数を占めなくなつた 

とき。 

三 規約に、構成員の勤務条件の維持改善を図ることを目的とする旨を定めた規定 

が存しなくなつたとき（団体の活動として規約に定める目的を著しく逸脱する行 

為等を継続し、又は反覆することにより、構成員の勤務条件の維持改善を図るこ 

とを目的としていると認められなくなつたときを含む。）。  

四 その他当該職員団体等が職員団体等でなくなつたとき。  

五 規約が第五条各号に掲げる要件に該当しないものとなつたとき、又は規約に法 

令の規定に違反する事項が記載されるに至つたとき。  

六 当該職員団体等について規約の規定中第五条第二号又は第三号に規定する手 

続等に係る部分に適合しない事実があつたとき。  

２ 前項の規定による認証の取消しに係る聴聞の期日における審理は、当該職員団体

等から請求があつたときは、公開により行わなければならない。  

３ 第一項の規定による認証の取消しは、当該処分の取消しの訴えを提起することが

できる期間内及び当該処分の取消しの訴えの提起があつたときは当該訴訟が裁判

所に係属する間は、その効力を生じない。  

 

（認証機関）  

第九条 この法律における認証機関は、次の各号に掲げる職員団体等の区分に応じ、

当該各号に掲げる機関とする。  

一 非現業の一般職の国家公務員が組織する国家公務員職員団体 人事院  

二 裁判所職員が組織する国家公務員職員団体 最高裁判所  

三 一の地方公共団体に属する非現業の一般職の地方公務員が組織する地方公務 

員職員団体 当該地方公共団体の人事委員会又は公平委員会  

四 前号の地方公務員職員団体以外の地方公務員職員団体 政令で定める人事委 

員会又は公平委員会  

五 非現業の一般職の国家公務員の数と裁判所職員の数の合計数が非現業の一般 

職の地方公務員の数以上である混合連合団体で、非現業の一般職の国家公務員の 

数が裁判所職員の数以上であるもの及び全国的な組織を有する混合連合団体で、 

これを直接又は間接に構成する団体に国家公務員職員団体を含むもの（次号の混 

合連合団体を除く。） 人事院  

 

六 非現業の一般職の国家公務員の数と裁判所職員の数の合計数が非現業の一般 

職の地方公務員の数以上である混合連合団体で、裁判所職員の数が非現業の一般 

職の国家公務員の数を超えるもの及び全国的な組織を有する混合連合団体で、こ 

れを直接又は間接に構成する団体に裁判所職員が組織する国家公務員職員団体 

を含むもの（これを直接又は間接に構成する団体に国家公務員職員団体を含み、

かつ、非現業の一般職の国家公務員の数が裁判所職員の数以上であるものを除く。） 
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最高裁判所  

七 前二号の混合連合団体以外の混合連合団体 政令で定める人事委員会又は公 

平委員会  

 

（報告、協力等）  

第十条 認証機関は、職員団体等に対し、当該職員団体等に係るこの法律の規定に基

づく事務に関し必要な限度において、報告又は資料の提出を求めることができる。  

２ 認証機関は、この法律の規定に基づく事務に関し必要があると認めるときは、国

又は地方公共団体の関係機関に対し、事実の証明、資料の提供その他必要な協力を

求めることができる。 

 

○国家公務員制度改革基本法（平成二十年六月法律第六十八号） 

（改革の実施及び目標時期等）  

第四条 政府は、次章に定める基本方針に基づき、国家公務員制度改革を行うものと

し、このために必要な措置については、この法律の施行後五年以内を目途として講

ずるものとする。この場合において、必要となる法制上の措置については、この法

律の施行後三年以内を目途として講ずるものとする。  

２ 政府は、前項の措置を講ずるに当たっては、職員の職務の特殊性に十分に配慮す

るものとする。 

 

（労働基本権）  

第十二条 政府は、協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及び費用を含

む全体像を国民に提示し、その理解のもとに、国民に開かれた自律的労使関係制度

を措置するものとする。 

 

附 則  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章の規定は、公布の日か

ら起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  

 

（地方公務員の労働基本権等） 

第二条 政府は、地方公務員の労働基本権の在り方について、第十二条に規定する国

家公務員の労使関係制度に係る措置に併せ、これと整合性をもって、検討する。  

２ （略） 


